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海南市議会議員政治倫理条例（解説入り） 

 

 

（目的） 

第１条 この条例は、海南市議会議員（以下「議員」という。）の政治倫理に関す

る基本となる事項を定めることにより、公正で民主的な市政の発展に寄与する

ことを目的とする。 

（解説） 

この条文は、この条例の制定目的について規定しています。 

 海南市議会では、平成 29 年 12 月に議会基本条例を制定しましたが、同条例において、

政治倫理については、議員は、良心に従い、誠実かつ公正にその職務を行わなければなら

ず、また、議員は、品位を損なうような行為を慎むとともに、その職務に関して疑惑を招

くおそれのある行為をしてはならない旨を規定するにとどまっています。 

この条例は、政治倫理基準を設け、その政治倫理基準に違反した疑いがある議員を審査

する政治倫理審査会に関する規定を設けることにより、市民に信頼される公正で民主的な

市政の発展に寄与することを目的としています。 

 

（議員の責務） 

第２条 議員は、市民全体の代表者として、自らの役割を深く自覚し、市民の信頼

に値する高い倫理性を保つことに努めなければならない。 

２ 議員は、政治倫理に反する行為があるとの疑惑を持たれたときは、その疑惑を

解明し、責任を明らかにしなければならない。 

（解説） 

議員は、選挙により選ばれた市民の代表であることを常に自覚し、市民の信頼に値する

高い倫理性を保つことに努めなければなりません。 

また、政治倫理に反する疑惑が生じた場合に、その疑惑を解明し、責任を明らかにしな

ければならないことを明記しています。 

 

 （政治倫理基準） 

第３条 議員は、次に掲げる政治倫理基準を遵守しなければならない。 

(1) 常に市民全体の利益の実現及び福祉の向上を目指して行動すること。 

(2) 市が行う許可及び認可並びに指定管理者の指定又は請負その他の契約及び
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補助金等の交付の決定に不正に関わらないこと。 

(3) 市の職員の採用、昇任、降任、転任その他の人事に関し、公正を害する行

為をしないこと。 

(4) その地位を利用して嫌がらせをし、強制し、又は圧力をかける行為その他

人権侵害のおそれのある行為をしないこと。 

(5) 発言又は情報発信を行うときは、公人としての自覚及び責任を持って行い、

他人の名誉を毀損し、人格を損なう一切の行為をしないこと。また、第三者を

して同様の行為をさせないこと。 

(6) その地位を利用して金品の授受をしないこと。 

(7) 市等の職員の公正な職務の執行を妨げ、その職務権限を不正に行使させる

ような働きかけをしないこと。 

(8) 法令等を遵守し、議会及び委員会の決定事項並びに議会の申し合わせ事項

を誠実に守ること。 

（解説） 

第２号では、市が行う許認可や指定管理者の指定、請負契約や補助金等の交付の決定の

際、特定の企業、団体又は個人に有利又は不利になるような働きかけをしないことを規定

しています。 

第４号では、議員の地位を利用して嫌がらせをし、強制し、又は圧力をかける行為その

他人権侵害のおそれのある行為、いわゆるセクシャルハラスメントやパワーハラスメント

などを禁止しています。 

第５号では、議員が本会議や委員会で発言する際、またはチラシやＳＮＳ等のウェブサ

イトにおいて情報発信を行う際、他人の名誉を毀損し、人格を損なう一切の行為をしない

こと。また、第三者をして同様の行為をさせないこととしています。 

 

（請負に関する制限） 

第４条 議員は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 92 条の２の趣旨を尊重

し、議員の兼業について、市に対して行う請負その他の契約に関して不正の疑惑

を持たれないように努めなければならない。 

（解説） 

議員は議会の審議、議決を通じて市の事務や事業に影響力を持つため、市に対して行う

請負その他の契約に関して市民に疑惑の念を生じさせないように努めなければならない

としています。 
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（審査請求） 

第５条 地方自治法第18条の規定により当市に選挙権を有する者（以下「有権者」

という。）は、議員が政治倫理基準に違反する疑いがあると認められるときは、

当該議員が政治倫理基準に違反する疑いがあることを証する資料を添え、次に

掲げる連署をもって、議長に対し、審査の請求（以下「審査請求」という。）を

することができる。 

(1) 議員以外の有権者にあっては有権者の総数の 50 分の１以上の者の連署 

(2) 議員にあっては議員定数の 12 分の１以上の者の連署 

２ 前項第２号に掲げる連署は、２以上の異なる会派（会派に属さない議員につい

ては、まとめて１つの会派とみなす。以下同じ。）に属する議員によるものでな

ければならない。 

３ 審査請求は、政治倫理基準に違反すると認められる事実があった日から起算

して１年以内に行わなければならない。ただし、議長が特別な事情があると認め

るときは、この限りでない。 

（解説） 

審査請求については、議員からだけでなく、市民からもできることとしています。市民

からの場合の要件は有権者の総数の 50 分の１以上の連署とし、これは地方自治法第 75 条

の事務監査請求の要件に合わせています。 

また、議員からの場合の要件は議員定数の 12 分の１以上の連署とし、これは地方自治

法第 112 条第２項の議員の議案提出、いわゆる発議の要件に合わせています。また、１つ

の会派からの審査請求ではなく、２つ以上の異なる会派からの審査請求としています。 

 

（審査会の設置等） 

第６条 議長は、審査請求を受けたときは、議会運営委員会に審査請求の適否を諮

り、出席委員の３分の２以上の賛成があったときは、海南市議会議員政治倫理審

査会（以下「審査会」という。）を設置する。 

２ 審査会の委員（以下「委員」という。）は６人以上とし、議長が各会派からそ

れぞれ１人以上選任する。 

３ 審査の対象となる議員（以下「審査対象議員」という。）は委員となることが

できない。 

４ 審査会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 
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５ 委員の任期は、当該審査が終了し、審査結果を議長に報告した日までとする。 

６ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様

とする。 

（解説） 

審査請求については、恣意的な審査請求も含まれるかもしれないので、議長は議会運営

委員会に審査請求の適否を諮り、出席者の３分の２以上の賛成があったときは、政治倫理

審査会を設置することとしています。 

 

（審査会の会議） 

第７条 審査会の会議（以下「会議」という。）は、委員の半数以上が出席しなけ

れば開くことができない。 

２ 会議の議事は、出席委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、委員長の

決するところによる。 

３ 会議は公開とする。ただし、委員長は会議に諮って非公開にすることができ

る。 

４ 審査会は、審査対象議員に審査会への出席を求め、弁明の機会を与えなければ

ならない。 

５ 審査会は、審査対象議員その他の者に対し、事情聴取、資料の提出要求その他

の必要な調査を行うことができる。 

（解説） 

第１項から第３項については、本市議会の委員会条例に合わせた内容となっています。 

第４項では、審査対象議員の権利として、審査会に対する弁明の機会を設けており、第

５項では、審査対象議員その他の者に対し、事情聴取、資料の提出要求その他の必要な調

査を行うことができることを定めています。 

 

（議員の協力義務） 

第８条 議員は、審査会からの求めに応じ、審査に必要な資料を提出し、又は会議

に出席して、意見を述べなければならない。 

（解説） 

議員の協力義務について規定しています。 

審査を円滑に進めるため、議員は、審査に必要な資料を提出し、又は会議に出席して、

意見を述べ、審査会の運営に協力しなければならないこととしています。 
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（その他審査会に関する事項） 

第９条 前３条に定めるもののほか、審査会に関する事項は、海南市議会委員会条

例（平成 17 年海南市条例第 165 号）及び海南市議会会議規則（平成 17 年海南

市議会規則第１号）に規定する委員会の例による。 

（解説） 

第６条から第８条までの規定に定めるもののほか、審査会に関する事項は、委員会条例

及び会議規則に規定する委員会の運営の例により行うことしています。 

 

（審査結果の報告） 

第 10 条 審査会は、当該審査請求の審査を終了したときは、速やかにその結果を

議長に報告しなければならない。 

２ 審査会は、審査対象議員に政治倫理基準に違反する事実があると認められる

ときは、前項の規定による報告に次のいずれかの措置を講じるべきかの意見を

添えなければならない。 

(1) 議員辞職の勧告 

(2) 議会内での役職辞任の勧告 

(3) この条例の規定を遵守させるための警告 

(4) その他必要と認める措置 

（解説） 

第２項第２号の「議会内での役職」とは、正副議長、監査委員並びに各常任委員会、議

会運営委員会及び特別委員会の正副委員長をいいます。 

なお、海南市議会内での役職ではありませんが、「議会内での役職辞任の勧告」の措置

においては、当市が構成団体となっている一部事務組合や広域連合の議会の役職について

も、「議会内での役職」と同様に取り扱うものとして、議会内で申し合わせがされていま

す。 

 

（審査請求の棄却） 

第 11 条 議長は、審査会から棄却すべき旨の報告を受けたときは、当該審査請求

を棄却する。 

（解説） 

当該議員が政治倫理基準に違反していないと審査会において判断されたときは、審査請

求を棄却することとしています。 
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（審査対象議員に対する措置） 

第 12 条 議長は、審査会からの報告に基づき、政治倫理基準に違反したと認めら

れる議員に対して、議会の名誉と品位を守り、市民の信頼を回復するため、必要

な措置を講じなければならない。 

（解説） 

議長は、審査会の結果を尊重し、政治倫理基準に違反したと認められる議員に対して、

必要な措置を講じなければならないとしています。 

 

（公表） 

第 13 条 議長は、審査の結果を公表しなければならない。 

（解説） 

政治倫理条例はあくまで理念的な条例であり、刑罰を科していませんが、政治倫理審査

会の結果を議会だより等で公表することをこの条文で規定しています。 

 

（議長の職務の代行） 

第 14 条 議長が審査会の審査対象議員となったときは副議長が、議長及び副議長

がともに審査対象議員となったときは議会運営委員会委員長、議会運営委員会

副委員長、年長議員の順で、この条例による議長の職務を行うものとする。 

（解説） 

議長等が審査対象議員となった場合の議長の職務の代行について、規定しています。 

 

（委任） 

第 15 条 この条例の施行に関し必要な事項は、議長が別に定める。 

（解説） 

条例に定めるもののほか、条例の施行について必要な事項は、議長が別に定めることと

しています。 

この規定に基づき、規程を制定し、手続、様式等を定めています。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 
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 （検討） 

２ この条例は、社会情勢の変化等を勘案し、見直しを行うものとする。 

（解説） 

この条例の施行期日は、公布の日（令和２年６月 18 日）です。 

また、この条例は、社会情勢の変化等を勘案し、見直しを行うこととしています。 


